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中小企業の動向 

１．中小企業を取り巻く環境 

（１）本市の人口推計 

   令和６年（2024 年）に厚生労働省から公表された出生数は、６８．６万人であ

り、国立社会保障・人口問題研究所が推計していた「２０４３年に７０万人を下

回る」という見通しよりも、大幅に早いペースで出生数の減少が進んでいます。 

防府市人口ビジョンでは、「住みたくなるまちづくり」を進め、社会増の継続に

より将来にわたって人口８．８万人を維持することを目指しています。 
 
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：防府市人口ビジョン 

（千人） 

■人口推計 

（千人） 

■年齢３区分別人口構成比 

出典：防府市人口ビジョン 
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Ｒ１２（2030）107 千人 

 

人口ビジョン推計 

 

Ｒ47（2065）88 千人 
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（２）労働力状態の推移 

  本市の労働力状態(１５歳以上の人口)及び労働力人口（１５歳以上の就業者）

は、平成２７年の国勢調査では、１００，２８２人のうち５５，１４２人 

(男性３１，０９２人、女性２４，０５０人)で、労働力率は５５．０％となって

います。令和２年の国勢調査では、９８，３１０人のうち５４，２４１人（男性

２９，８５６人、女性２４，３８５人）であり、労働力率は５５．２％となって

います。将来的には、総人口の減少に伴い、労働力人口が減少していくことが想

定されます。 

 

■労働力状態の推移  

 
 ※１５歳以上人口総数には、労働力状態「不詳」含む。 

※労働力率＝「労働力人口」÷「15 歳以上人口総数」 
 

 

（３）雇用情勢について 

■有効求人数・求職者数の推移（年度平均）  
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（４）産業分類別の従業者数 

 
※公務（他に分類されるものを除く）、分類不能産業を除く。 

 

２．中小企業の課題 

（１）物価高騰や人手不足等の厳しい経営環境に対応するため、業務の効率化や生産

性の向上、人材の確保・育成に取り組む必要があります。 

（２）女性や高齢者、障害者の就業機会の拡大や多様な働き方のニーズに対応するた

め、働きやすい職場環境づくりに取り組むことが重要です。 

（３）競争力の強化、事業拡大に向け、新技術や新商品の開発、第二創業※1や新事業

展開などに取り組むことが重要です。 

（４）カーボンニュートラル※2の実現に向け、脱炭素化の取組を進めることが重要で

す。 

（５）経営者の高齢化が進む中、廃業による雇用や技術の喪失を防ぐため、事業承継

が重要です。 

（６）地域資源を活用した商品・サービスの開発等により地域の魅力を発信し、地域 

経済の活性化につなげることが重要です。 

 

 ※1 第二創業 

    既に事業を営んでいる中小企業者において、事業者がその業態を変更したり、新事業・新分野に 

進出したりすること。 

 

※2 カーボンニュートラル 

    二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量と吸収量がプラスマイナスゼロになるようなエネルギー

の在り方。 

 

出典 国勢調査 


